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◎本日はお忙しい中、2017年3月期第1四半期決算説明の電話会議にご参加頂きまして、

誠にありがとうございます。

◎最初に、スライドの3ページをご覧下さい。



2



3

◎業績ハイライトです。

◎当第1四半期の営業利益は、前年同期から26億円減少して、141億円となりました。

純利益は、同17億円減少して、66億円となりました。

◎ EBITDAは、同12億円減少して、481億円となっています。

◎ 4ページをご覧ください。



◎連結決算の概要です。

◎売上高は、前年同期から94億円減少して、4,044億円となりました。

営業費用は、同68億円減少して、3,902億円となりました。

◎ その結果、営業利益は141億円、経常利益は106億円、

親会社株主に帰属する四半期純利益は66億円となりました。

◎ 5ページをご覧ください。

4



◎財政状態です。

◎総資産は、前年度期末より18億円減少して、2兆2,269億円、

自己資本は、同273億円減少して、7,625億円となり、

自己資本比率は、34.2パーセントとなりました。

◎有利子負債は、7,436億円となっており、デット・エクイティ・ レシオは、1.0倍となっています。

◎ 6ページをご覧ください。
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◎キャッシュフローです。

◎営業キャッシュフローは、法人税の支払いが増加したこと等により、

前年同期より381億円減少して、395億円の収入となりました。

◎投資キャッシュフローは、主として3ヶ月超の定期・譲渡性預金の資金移動が減少したことから、

前年同期より479億円減少して、388億円の支出となりました。

◎財務キャッシュフローは、194億円の収入となりました。

◎ 3ヶ月超の定期・譲渡性預金の資金移動を除いた投資キャッシュフローから算出する、

実質フリーキャッシュフローは、109億円となっています。

◎ 7ページをご覧ください。
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◎セグメント別の実績です。

◎航空関連事業は、海外エアラインを対象とした
空港ハンドリングの受託業務を取り込んだこと等により、増収となりました。

◎旅行事業は、主として海外ツアーの販売額が減少した結果、減収となりました。

◎商社事業は、空港免税店の販売額が前年を下回ったこと等により、減収となりました。

◎続きまして、航空事業の詳細についてご説明します。10ページをご覧ください。
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◎航空事業における営業利益の、前年同期比較です。

◎売上高は、63億円の減少となりました。

国際旅客事業は増収となった一方、

国内旅客事業、ならびに貨物郵便事業が減収となりました。

その他収入に含まれているLCC事業収入は、前年並みの収入を確保しています。

◎ なお、今期から、代理店向けの「国際貨物販売手数料」を廃止したことにより、

収入と費用をネットすることで、前年同期に計上していた約40億円分が減収となっています。

◎営業費用は、36億円の減少となりました。

原油市況が下落した影響により、燃油費は大きく減少しましたが、

外部委託費などの生産連動費用は、前年から増加しました。

◎以上の結果、営業利益は、前年同期から26億円減少して、126億円となりました。

◎ 12ページをご覧ください。
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◎国内旅客の状況です。

◎左の図は、第1四半期の減収額、18億円の要因分析です。

4月に発生した熊本地震の影響により、旅行需要が減少したことが影響しています。

◎旅客数要因では、約20億円の減収となりました。

◎一方、単価要因は、前年並みの水準で推移しました。

◎ 14ページをご覧ください。
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◎国際旅客の状況です。

◎旅客数要因では、生産量の拡大に合わせて需要を着実に取り込んだことで、

140億円の増収となりました。

◎一方、単価要因では、100億円の減少となりました。

主に、燃油サーチャージ収入の減少や、

円高に伴う外貨収入の円建て換算額の減少が、影響しています。

◎続いて、15ページをご覧ください。



◎方面別の供給と需要の推移です。

◎北米方面、並びに、アジア・オセアニア方面は、総じて順調な実績となりました。

日本発の業務渡航需要に加えて、三国間需要や訪日需要も堅調に推移しています。

◎欧州線については、昨年度下期にパリやベルギーで発生したテロの影響が残っており、

旅行需要が弱含んで推移しました。

但し、日本発の業務渡航需要は既に回復しており、

欧州発の訪日需要も増加基調となっています。

◎中国線については、昨年の秋以降に、

日中双方のエアラインが供給を増やした影響により、需給ギャップが拡大しています。

第1四半期における当社グループの旅客キロは、前年並みの水準となりましたが、

第2四半期は需要期となるため、旅客キロは再び増加する見通しです。

引き続き、今後の動向を注視していきます。

◎ 21ページをご覧ください。
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◎国際貨物の状況です。左の図をご覧ください。

◎重量要因では、三国間貨物を中心に、需要の取り込みを強化した結果、

35億円の増収となりました。

◎一方、単価要因では、アジア地域における貨物需要が伸び悩んだ中で、

他社との競合によって販売レートが低下したこと、

また、販売手数料の廃止に伴う、収入と費用のネット等が影響して、

120億円の減収となりました。

◎右の図をご覧ください。

日本発輸出入重量は前年並みで推移する中で、

三国間貨物を積極的に取り込み、需要を確保してきました。

第２四半期以降は、需要が回復傾向にある、輸出入貨物の取り込みも強化していきます。

◎ 23ページをご覧ください。
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◎バニラエアの実績です。

◎第1四半期の座席利用率は、前年から0.7ポイント低下して、83.1パーセントとなりました。

◎ LCC会社間の競争が増していますが、就航路線を拡大する中で、

必要に応じて需給動向を踏まえた柔軟な運賃政策も実施した結果、

前年並みの座席利用率を維持しました。

◎ 4月から大阪－台北線に就航しましたが、

9月からは、新たに沖縄－台北線、並びに、

台北経由の成田－ホーチミンシティ線に就航する計画です。

◎最後に、25ページをご覧ください。
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◎燃油と為替のヘッジ状況です。

◎足元で円高基調となっていますが、今年度については、

期初の段階で既に、燃油・為替ともにヘッジ対応を完了しています。

マクロ環境の変化に伴い、米ドル以外の通貨の変動が拡大していますが、

基本的に、為替市況の変動に伴う収支への影響は、限定的となる見込みです。

◎私からの説明は以上です。ご清聴ありがとうございました。
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